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愛知県内の企業における 

2019 年 年末一時金要求・妥結状況調査結果について 

 

☆ 平 均 妥 結 額： ９００,３６１円   【前年比】 ２８，１５７円増  ３.２％増 

☆ 平均妥結月数：  ２．８３か月   【前年比】 ０．０７か月増  

（県内 327 社が回答:平均年齢 38.2 歳 基準内賃金 317,640 円） 

○ 2019 年の年末一時金の平均妥結額は 900,361 円、平均妥結月数は 2.83 か

月と、いずれも 2 年連続の増加となり、平均妥結額は、初めて 90 万円を超

えました。（グラフ・表３参照） 

○ 回答企業の約 7 割を占める製造業の平均妥結額は 942,433 円で、前年比

34,410 円の増（前年比 3.8％増）となり、平均妥結月数は 2.95 か月で、前

年比 0.10 か月の増となりました。（表１・２参照） 
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１ 調査方法の概要 

（１）調査対象 

   県内の民間企業のうち、労働組合のある企業 425 社を対象に調査し、回答を得られた

327社を集計した。 

 

（２）集計企業内訳表（産業別・企業規模別） 

（産業別）                    （企業規模別） 

集　計
対象数
（社）

割　合
（％）

規 模 別
集　計
対象数
（社）

割　合
（％）

327 100 調 査 計 327 100

226 69.1 299人以下 124 37.9

101 30.9
300～
999人

69 21.1

建設業 10 3.1
1,000人
以上

134 41.0

電気・ガス・
熱供給・水道業

4 1.2

情報通信業 4 1.2

運輸業、郵便業 29 8.9

卸売業、小売業 23 7.0

金融業、保険業、
不動産業、物品賃貸業

8 2.4

学術研究、専門･技術
サービス業

1 0.3

宿泊業、
飲食サービス業

5 1.5

教育、学習支援業、
医療、福祉

9 2.8

複合サービス事業、
サービス業

8 2.4

産　業　別

調　査　計

製 造 業

非 製 造 業

 

※集計割合（％）は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、計欄と一致しない場合がある。 

 

（３）調査項目 

   平均年齢、平均勤続年数、現行ベース（基準内賃金）、要求額、要求月数、妥結額、 

妥結月数 

 

（４） 調査方法 

電子メール、ファックス、郵送及び職員（※）の聞き取りによる。 

※ 労働福祉課、東三河総局企画調整部産業労働課、東三河総局新城設楽振興事務所山

村振興課、各県民事務所産業労働課及び各県民センター産業労働課の職員。 
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２ 調査結果の概要 

集計した 327社の年末一時金の平均要求額は 917,139円で、前年の 886,573円と比べると、

30,566 円の増（前年比 3.4％増）となった。平均妥結額は 900,361 円で、前年の 872,204

円と比べると、28,157円の増（前年比 3.2％増）となり、初めて 90万円を超えた。 

平均要求月数は 2.89か月で、前年の 2.80か月と比べ 0.09か月の増となった。平均妥結

月数は 2.83か月で、前年の 2.76か月と比べ 0.07か月の増となった。（表１～表３参照） 

 

○ 産業別にみると、製造業の平均妥結額は 942,433 円で、前年の 908,023 円と比べると、

34,410 円の増（前年比 3.8％増）となった。非製造業の平均妥結額は、693,695円で、前

年の 690,852 円と比べ 2,843円の増（前年比 0.4％増）となった。（表１参照） 

 

○ 集計企業数の約 7 割を占める製造業の業種別平均妥結額をみると、「輸送用機械器具」

の 1,008,449円（前年比 51,395円増、5.4％増）が最も高かった。（表２参照） 

 

○ 企業規模別にみると、平均要求額、平均妥結額ともに、「299人以下」と「1,000 人以上」

の企業規模では前年を上回ったものの、「300～999 人」の企業規模では前年を下回った。 

企業規模が大きくなるほど平均要求額、平均妥結額ともに高くなっており、「1,000 人

以上」の企業規模では平均要求額 942,716円、平均妥結額 929,708円であった。（表１参

照） 

 

＜表１＞ 産業別・企業規模別年末一時金要求・妥結状況（加重平均） 

 

2019年 2018年 2019年 2018年

(円) (円) (円) (円)

327 917,139 886,573 30,566 3.4 900,361 872,204 28,157 3.2

製造業 226 952,966 916,469 36,497 4.0 942,433 908,023 34,410 3.8

非製造業 101 741,152 735,215 5,937 0.8 693,695 690,852 2,843 0.4

299人以
下

124 587,204 579,501 7,703 1.3 515,257 512,595 2,662 0.5

300～
999人

69 653,698 664,243 △ 10,545 △ 1.6 601,462 624,036 △ 22,574 △ 3.6

1,000人
以上

134 942,716 909,416 33,300 3.7 929,708 898,210 31,498 3.5

平　均　妥　結　額

対前年
伸び率
(％)

対前年
伸び率
(％)

産
業
別

前年と
の差
(円)

調査計

企
業
規
模
別

区　　分

集計
企業
数

(社)

前年と
の差
(円)

平　均　要　求　額

※集計対象数は 2019 年の集計企業数 



<表２> 県内の企業における2019年年末一時金要求・妥結状況（加重平均）
(加重平均）

企 平均 平均

業 勤続 Ⅹ現行ベース ① ② ③ ① ② ③ 対前年 ①平均 ②平均

数 年齢 年数 （基準内賃金） 最高額 最低額 平均額 最高額 最低額 平均額 伸び率 要求額 妥結額

（社） （歳） （年） （円） （円） （円） （円） （円） （円） （円） （％） （円） （円）

 　全企業 327 38.2 15.9 317,640 1,713,000 0 917,139 2.89 1,280,000 0 900,361 2.83 3.2 886,573 2.80 872,204 2.76

Ｄ　建設業 10 37.9 15.4 309,755 1,013,000 757,293 839,442 2.71 961,470 587,072 796,730 2.57 8.4 819,525 2.70 734,856 2.42

Ｅ　製造業 226 38.2 16.1 319,213 1,330,000 0 952,966 2.99 1,280,000 0 942,433 2.95 3.8 916,469 2.88 908,023 2.85

09～10　食料品、飲料・たばこ・飼料 14 35.7 13.7 259,857 1,227,444 308,870 598,325 2.30 1,227,444 0 549,702 2.12 0.6 586,709 2.31 546,387 2.16

11　　  繊維工業 23 38.5 13.9 277,301 824,384 0 711,327 2.57 824,384 0 657,741 2.37 △ 8.9 764,448 2.74 721,803 2.58

12～13　木材、家具・装備品 5 41.8 16.5 315,229 815,827 378,000 714,137 2.27 815,827 330,000 711,914 2.26 △ 3.2 743,481 2.34 735,349 2.32

14　　　パルプ・紙・紙加工品 7 41.1 19.1 288,944 1,330,000 430,000 835,614 2.89 770,000 400,000 583,435 2.02 24.9 495,098 1.77 467,248 1.67

15　　　印刷・同関連 2 44.5 16.8 289,119 x x 451,271 1.56 x x 438,839 1.52 △ 1.4 456,689 1.59 445,230 1.55

16　　　化学工業 17 38.0 16.5 298,421 1,250,000 615,040 808,352 2.71 1,110,000 481,447 798,096 2.67 2.1 805,839 2.70 781,537 2.61

18　　　プラスチック製品 4 36.8 11.2 251,710 657,000 341,463 595,992 2.37 657,000 295,935 573,633 2.28 △ 1.9 618,181 2.44 584,801 2.31

19～20　ゴム、皮革製品 7 39.8 16.4 297,494 787,350 565,300 762,764 2.56 782,000 141,300 757,217 2.55 △ 0.5 764,633 2.57 761,275 2.56

-

21　　　窯業・土石製品 17 37.3 14.0 298,142 1,050,690 417,000 936,269 3.14 1,005,000 0 914,897 3.07 △ 0.5 928,483 3.16 919,877 3.13

4

22　　　鉄鋼業 15 37.3 17.0 300,633 880,000 420,000 749,030 2.49 880,000 380,000 745,928 2.48 △ 0.4 755,752 2.50 748,901 2.48

-

23　　　非鉄金属 6 38.3 15.2 295,052 822,120 535,813 677,549 2.30 822,000 416,862 661,306 2.24 △ 4.2 704,523 2.41 690,601 2.36

24　　　金属製品 16 38.4 15.1 279,822 826,132 0 702,447 2.51 811,378 0 673,221 2.41 0.9 695,579 2.54 667,320 2.44

25～27　機械器具製造業 29 38.1 14.5 303,085 1,159,200 270,000 866,824 2.86 1,118,950 0 833,030 2.75 1.2 860,719 2.85 823,387 2.73

28　　　電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路 2 36.0 15.9 247,607 x x 597,887 2.41 x x 569,712 2.30 - - - - -

29　　　電気機械器具 8 39.5 14.6 309,102 926,000 320,300 849,047 2.75 896,000 320,300 807,828 2.61 0.9 827,680 2.74 800,426 2.65

30　　　情報通信機械器具 0 - - - - - - - - - - - - - - - -

3１　　　輸送用機械器具 53 38.2 16.4 328,238 1,280,000 429,195 1,012,291 3.08 1,280,000 236,662 1,008,449 3.07 5.4 960,177 2.94 957,054 2.93

32　　　その他製造業 1 x x x x x x x x x x x x x x x x

F　電気・ガス・熱供給・水道業 4 38.3 18.4 375,225 877,000 516,427 830,626 2.21 849,000 0 806,690 2.15 6.4 786,617 2.08 758,235 2.00

G　情報通信業 4 40.6 16.9 358,908 1,713,000 827,415 1,045,560 2.91 1,169,504 741,700 958,827 2.67 △ 0.7 1,035,819 2.93 965,436 2.73

H 運輸業，郵便業 29 40.9 15.7 274,711 997,580 108,601 742,102 2.70 965,400 108,601 655,472 2.39 △ 0.6 733,031 2.67 659,174 2.40

 42　　鉄道業 3 37.8 19.3 312,073 997,580 618,170 899,527 2.88 965,400 457,445 822,397 2.64 0.3 897,428 2.88 820,302 2.63

 43　　道路旅客 10 51.8 9.1 162,593 532,547 108,601 421,028 2.59 400,000 108,601 305,797 1.88 △ 5.8 445,609 2.58 324,545 1.88

 44    道路貨物 16 40.9 13.0 266,274 926,000 370,000 632,237 2.37 917,913 235,000 543,507 2.04 1.6 578,730 2.24 535,193 2.07

I　卸売業，小売業 23 38.9 14.9 287,852 1,036,200 230,400 602,884 2.09 942,000 161,280 557,641 1.94 △ 11.6 663,791 2.36 630,797 2.24

J～K　金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業 8 40.6 16.4 365,659 800,000 415,300 713,492 1.95 800,000 234,400 709,892 1.94 △ 0.9 718,467 1.94 716,676 1.93

Ｌ　学術研究、専門･技術サービス業 1 x x x x x x x x x x x - - - - -

Ｍ　宿泊業，飲食サービス業 5 38.0 11.6 260,338 682,603 334,602 550,944 2.12 682,603 245,375 522,353 2.01 △ 5.4 575,832 2.09 552,058 2.00

O～P　教育，学習支援業、医療，福祉 9 35.1 9.9 340,024 770,174 393,966 748,821 2.20 770,174 296,000 744,589 2.19 6.6 706,746 2.30 698,549 2.27

Q～R　複合サービス事業、サービス業 8 41.3 13.7 295,649 850,000 420,000 759,287 2.57 846,000 313,610 718,257 2.43 △ 1.0 731,848 2.45 725,761 2.43

（備考）加重平均とは労働組合員１人当たりの平均､基準内賃金とは所定内労働時間の労働に対して支払われる賃金

　　　　平均要求月数＝A③／Ⅹ、平均妥結月数＝B③／Ⅹ、対前年伸び率＝（B③－C②）／C②×１００

　　　　集計企業数が2以下の場合は、当該の個別情報を秘匿するために一部「×」で表示しています。　「-」は該当数字なし

愛知県労働局労働福祉課

区　　　分
A　　　　要　　　　求　　　　額 B　　　　妥　　　　結　　　　額

Ｃ　　　前年の最終結果（313社分）

平均
要求
月数

平均
妥結
月数

平均
要求
月数

平均
妥結
月数産　業　別



＜表３＞

（加重平均）

前年との差 前年との差 前年との差 前年との差

（円） （円） （月） （月） （円） （円） （月） （月） （％）

2009 761,190 △ 120,649 △ 13.7 2.48 △ 0.39 697,565 △ 166,093 △ 19.2 2.28 △ 0.53 91.6

2010 754,647 △ 6,543 △ 0.9 2.46 △ 0.02 729,493 31,928 4.6 2.38 0.10 96.7

2011 770,506 15,859 2.1 2.51 0.05 748,962 19,469 2.7 2.44 0.06 97.2

2012 763,640 △ 6,866 △ 0.9 2.48 △ 0.03 738,845 △ 10,117 △ 1.4 2.40 △ 0.04 96.8

- 5 - 2013 794,673 31,033 4.1 2.59 0.11 774,543 35,698 4.8 2.52 0.12 97.5

2014 850,303 55,630 7.0 2.73 0.14 830,302 55,759 7.2 2.67 0.15 97.6

2015 863,008 12,705 1.5 2.76 0.03 844,110 13,808 1.7 2.70 0.03 97.8

2016 875,056 12,048 1.4 2.78 0.02 852,052 7,942 0.9 2.71 0.01 97.4

2017 869,034 △ 6,022 △ 0.7 2.76 △ 0.02 851,635 △ 417 △ 0.05 2.70 △ 0.01 98.0

2018 886,573 17,539 2.0 2.80 0.04 872,204 20,569 2.4 2.76 0.06 98.4

2019 917,139 30,566 3.4 2.89 0.09 900,361 28,157 3.2 2.83 0.07 98.2

対前年
伸び率
（％）

（備考）加重平均とは労働組合員１人あたりの平均
　　　　 ※　獲得率＝平均妥結額／平均要求額×１００
　

愛知県内の企業における年末一時金要求・妥結状況の推移

（愛知県労働局労働福祉課）

年別
平 均 要 求 額 平均要求月数 平 均 妥 結 額 平均妥結月数 ※

獲得率対前年
伸び率
（％）


